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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社では、企業統治（コーポレート・ガバナンス）とは、株主、取引先、従業員、社会など様々なステークホルダーとの関係において、どのような仕
組みで企業を統治していくかという組織及び運営に関する基本的枠組みであると理解しております。経営の効率性、透明性を向上させ、顧客への
付加価値の持続的提供を通じて企業価値を最大化し、その結果、あらゆるステークホルダーの長期的利益を満たすことをコーポレート・ガバナン
スの基本的な方針、目的としております。

当社は監査役会設置会社であり、会社の機能として会社法に規定する株主総会、取締役会及び監査役会を設置しております。当社の取締役は５
名（うち社外取締役２名）で、迅速な意思決定と業務運営ができる規模となっております。会社法上、取締役会専決事項とされた重要事項は全て毎
月の定時取締役会で審議されており、必要に応じ臨時取締役会を随時開催できる機動的な体制を敷いております。当社の経営方針及び経営戦
略に関わる重要事項については、取締役、監査役を含む経営会議にて議論を行い、その審議を経て取締役会にて決定しております。取締役会の
諮問機関として、取締役会の決議によって選任された取締役又は監査役で構成された任意の指名・報酬委員会を設置しており、取締役等の指名
及び報酬の決定に関する手続きの透明性及び客観性を確保しております。監査役会は社外監査役3名で構成され、取締役会その他重要な会議
に出席し、取締役の職務遂行について豊富な経験、知見及び専門知識から適切な監視が行える体制をとっております。このほかに、内部統制室
を設置しております。これは内部監査を兼ねた機関であり、監査役会と調整しながら、経営方針の遂行状況、業務活動全般について内部監査し、
業務改善に向け具体的助言、勧告等を行っております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則2-4①】

当社は、経営理念の下、当社事業の永続性と持続可能な社会への貢献を目指しております。人材の多様性についても、多国籍な人材と女性を積
極活用する方針を掲げており、人材の多様性の確保に向けた人事戦略、採用方針、人材教育方針および社内環境整備を進めております。一方、
当社はばねを初めとする精密金属加工業であり、特に製造・技術・品質保証部門においては「女性」及び「外国人」の応募者自体が少ないなど、目
標を設定することは現実的ではありません。「中途採用者」については積極的に活用しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4】(政策保有株式)

当社は、持続的な成長と中期的な企業価値向上に資するものでない限りは、顧客及びサプライヤーなどの上場株式を政策的に保有することは行
なわない方針です。既に保有している保有株式については毎年取締役会でその保有の適否を検証しております。保有株式の議決権行使につい
ては議決権行使助言会社等の意見を参考にしつつ、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資するか否かなどから総合的に判断しま
す。

【原則1-7】(関連当事者間の取引)

当社が役員または主要株主と競業取引および利益相反取引を行う場合、会社法等の関係法令および取締役会規則等の社内規程に従い、必要
に応じて取締役会の承認を経るものとしており、さらに当該役員はその審議には加わりません。また、役員に対して定期的に調査を実施し、関連
当事者との取引の有無を確認しております。

【原則2-6】(企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮)

当社は、社員への年金給付を将来にわたり確実に行い、また、社員にそれぞれのスタイルに合わせた運用を提供するために確定拠出年金制度を
導入しております。運用商品については、当社担当者と運用管理機関が当社社員にとって適切と思われるものを厳選した上で、社員に提案してお
ります。年金の運営管理については管理本部総務部の社員が担っております。運営管理を担当する者には年金運用セミナーへ出席させるなど必
要な知識の習得に努めさせております。また、運用責任者の機能を補完するため、第三者機関に運用管理機関を評価させるなどの取組みも行
なっており、モニタリングの実効性を高めております。

【原則3-1】(情報開示の充実)

（ⅰ）経営・企業理念および経営戦略・経営計画については当社ＨＰにて開示しております。

　　　「経営・企業理念：会社情報→経営理念

　　　https://www.advanex.co.jp/company/company-statement/

　　　経営戦略・経営計画

　　　https://pdf.irpocket.com/C5998/gtYS/UnRN/ZRyF.pdf

（ⅱ）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と方針は、当社HPにて開示しております。　

　　　https://www.advanex.co.jp/company/corporate-governance/

(ⅲ)社内取締役の報酬は基本報酬、賞与、インセンティブから成り立っており、社外役員（社外取締役、社外監査役）が過半をしめる任意の指名・
報酬委員会で審議し取締役会に答申の上、取締役会で決議します。社外取締役の報酬は、業界あるいは同規模の他社の水準を勘案の上、指
名・報酬委員会にて審議し、取締役会にて決定します。監査役の報酬は、監査の適正を維持するため、公益社団法人日本監査役協会が定める
「監査役監査基準」に則り、常勤・非常勤の別、監査業務の分担の状況、取締役の報酬等の内容および水準等を考慮し、監査役会の協議により
決定します。なお、取締役および監査役の報酬総額については株主総会にて決議します。

（ⅳ）社内取締役は、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資する能力を有し、かつ、各分野における専門知識と豊富な経験を持ち



取締役会メンバーとして相互に補完しあえる人物を条件に社外役員（社外取締役、社外監査役）が過半を占める任意の指名・報酬委員会の答申
を受けたのち、株主総会付議議案として取締役会にて決議した上、株主総会に上程します。社外取締役は、当社との間に特別な人的関係、資本
関係その他利害関係が無いなど株式会社東京証券取引所が定める独立性の要件を満たし、かつ、企業経営の経験や専門分野での知見を備え
ているなど、当社の経営に対して適確な助言が可能な人物を条件に指名・報酬委員会の答申を受けたのち、株主総会付議議案として取締役会に
て決議した上、株主総会に上程します。常勤監査役は、監査役として適格性を有し、かつ、必要な情報収集能力のある人物を社外役員が過半を
占める任意の指名・報酬委員会の答申を受けたのち、株主総会付議議案として取締役会にて決議し、監査役会の同意の上、株主総会に上程しま
す。非常勤監査役は、監査役として適格性を有し、かつ、当社との間に特別な人的関係、資本関係その他利害関係が無い人物を指名・報酬委員
会の答申を受けたのち、株主総会付議議案として取締役会で決議し、監査役会の同意の上、株主総会に上程します。なお、監査役のうち最低1名
は税理士など財務および会計に関する相当の知見を有する者を指名しています。任期は取締役は1年、監査役は4年です。取締役の選任および
役職の決定については指名・報酬委員会が任期中の実績等を勘案し審議します。なお、解任については当該取締役に重大な法令・定款違反が
あったと考えられる場合、および、期待されたとおりの成果が著しく達成できていない場合に指名・報酬委員会において審議します。なお、取締役
に求めるスキルとその組み合わせ及び現役員のスキルマップについてはHPにて開示しています。

（ⅴ）取締役候補者及び監査役候補者の略歴および選任理由については株主総会招集通知に開示しております。

【補充原則3-1②】

当社は、全てのステークホルダーが平等に情報を得る環境を整えるべきとの方針の下、英語版のＨＰを併設の上、決算短信、決算補足資料、株
主総会招集通知その他各四半期決算概況についても英文での開示を行っております。なお、当社は2022年4月よりスタンダード市場に移行してお
ります。

【補充原則3-1③】

当社は取締役会において人的資本と知的財産について議論し、その方針を決定しております。なお、その内容についてはHP上に公開している決
算説明会資料などにおいて説明しております。サスティナビリティに関連するビジネスについては同様に取締役会にて議論し、方針を決定してお
り、成長機会と捉えて事業戦略に組み込んでおります。なお、当社は2022年4月よりスタンダード市場に移行しております。

【補充原則4-1①】(取締役会の役割・責務(1))

当社は経営の意思決定において、取締役会規程を設け法令や定款等で定められた事項およびこれに準ずる重要事項を取締役会の決議にて決
定しています。また、決裁規程を設け、決裁案件の内容に応じ、経営会議、社長、担当取締役、本部長等への意思決定の権限委譲を明確に定め
ております。

【補充原則4-2②】

当社は2022年3月期の取締役会においてサスティナビリティに関する当社方針について議論し、策定しました。内容については当社のHPや統合報
告書で公開しております。

【原則4-8】(独立社外取締役の有効な活用)

当社は、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たす独立性を有し、かつ、豊富な経験と専門知識に基づいた意見ができるなど
の資質を備えた独立社外取締役を取締役の3分の1以上にあたる2名選任しています。社外取締役は取締役会において中立な立場で意見してお
り、取締役会の実効性は確保されております。なお、当社は2022年4月よりスタンダード市場に移行しております。

【補充原則4-8③】

当社は、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たす独立性を有し、かつ、豊富な経験と専門知識に基づいた意見ができるなど
の資質を備えた独立社外取締役を取締役の3分の1以上にあたる2名を選任しております。なお、当社は2022年4月よりスタンダード市場に移行し
ております。

【原則4-9】(独立社外取締役の独立性判断基準及び資質)

当社は、株式会社東京証券取引所が公開する「上場管理等に関するガイドライン」の基準を満たす独立性を有し、かつ、企業経営の経験や専門
分野での知見を備えているなど、当社の経営に対して適確な助言が可能な人物を選任しております。

【補充原則4-10①】

当社の取締役会は、選任基準については「原則３－１ⅳ」に記載のとおり、社内取締役は各分野における専門知識と豊富な経験を持ち取締役会メ
ンバーとして相互に補完し合える人物、社外取締役は独立した立場から当社の経営に対して適確な助言が可能な人物、常勤監査役は監査役とし
ての適格性を有し必要な情報収集能力のある人物、非常勤監査役は監査役としての適格性を有し当社と利害関係のない人物としております。こ
れらの選任基準をもとに、社外役員（社外取締役、社外監査役）が過半を占める任意の指名・報酬委員会において候補者を選定することで、各分
野からの幅広い視点や、独立した立場からの意見が反映され、相互に監視が効く体制を構築するようにしております。また、報酬の決定について
は「原則３－１ⅲ」に記載のとおり、株主総会で決議された報酬総額の限度内で、指名・報酬委員会において審議し、取締役会にて決定しておりま
す。当社は、社外取締役が過半を占める任意の指名・報酬委員会が設置されていること、取締役の3分の１が独立社外役員であること、また、役
員構成は社内役員３人に対し独立社外役員が５名と過半を占めていることから指名・報酬などの特に重要な事項に関しても当社の取締役会は実
効性を確保していると認識しております。なお、当社は2022年4月よりスタンダード市場に移行しております。

【補充原則4-11①】

当社は、定款にて取締役3名以上（現状５名）、監査役は5名以内（現状3名）と定め、取締役会は全体としてバランスのとれた知識・経験を持ち合わ
せた構成となるように努めており、併せて「原則3-1（ⅳ）」の記載のとおり、取締役は社外役員（社外取締役、社外監査役）が過半を占める任意の
指名・報酬委員会の答申を受けたのち、株主総会付議議案として取締役会にて決議し、株主総会に上程、監査役は指名・報酬委員会の答申を受
けたのち、株主総会付議議案として取締役会で決議し、監査役会の同意の上、株主総会に上程します。なお、社内取締役は企業経営の実践にお
いて適確な意思決定が出来るよう国際感覚をもち、販売・財務・調達など各分野の専門性を有する人材で構成されております。社外取締役は、専
門分野での知見を備えているなど、当社の企業経営に対して独立した立場から意見が出来ることが考慮されております。また、監査役は、監査役
会として取締役会の意思決定に対して十分に監視・監督が出来る体制となるように考慮されております。取締役に求めるスキルとその組み合わせ
及び現役員のスキルマップについてはHPにて開示しております。

【補充原則4-11②】

当社は、取締役および監査役は、その役割・責務を適切に果たすために必要となる時間・労力をその業務に振り向けるべきであるとの考えから、
社内取締役の上場会社の役員の兼任については当社を含めて3社以内とし、また、社外取締役および社外監査役については当社の取締役会に7
5%以上出席できることを目安としており、その出席状況については株主総会招集通知にて報告しております。取締役および監査役の兼任状況に
ついては、取締役会にて毎年確認をしており、株主総会招集通知、有価証券報告書等にて報告しております。



【補充原則4-11③】

当社の取締役会は、取締役会規程に基づき、月一回の定時取締役会と、必要に応じて随時臨時取締役会を開催し、経営上重要な審議案件につ
いて、社外役員（社外取締役、社外監査役）からの意見を含めた活発な議論に基づき適切に決議を行い、監査役会においても都度取締役会全体
の実効性を評価しております。また、適宜アンケート調査を実施し、その結果をもとに取締役会で討議を行い、課題や改善項目をまとめることとし
ています。更に、2019年2月22日に取締役会の実効性、公平性、客観性をさらに向上させるべく、社外役員が過半をしめる任意の指名・報酬委員
会を設置しました。

【補充原則4-14②】(取締役・監査役のトレーニング)

当社の社内取締役については、その職務を全うするうえで重要な知識・情報を取得、更新することができるよう、就任時に加え、就任後も継続的に
外部セミナー等必要なトレーニングの機会を提供、斡旋しております。社外取締役および社外監査役については、当社の経営方針、営業戦略、沿
革、組織、製品構成、拠点分布、事業環境などの基本情報の理解を促進するための機会を設けております。なお、これらにかかる費用については
当社にて負担しております。

【原則5-1】(株主との建設的な対話に関する方針)

当社は、インサイダー情報については「内部情報（インサイダー情報）管理規程」に従い厳重な管理を行い、かつ、フェアディスクロージャールール
を遵守しつつ積極的に対話に応じる方針です。株主との対話および株主総会の運営については総務部が窓口となっております。IR活動について
は、経営企画室が担っており通常は決算説明会（年2回）、個別取材対応などを行っており、また、HP上にはIR資料を掲載するなど積極的な情報
公開を行っております。株主の意見については、HP上にメールと電話による問い合わせ窓口を設置し受け付けており、主だった意見等については
取締役会に報告しています。

【原則5-2】(経営戦略や経営計画の策定・公表)

当社は、中期経営計画を策定し、2027年3月期売上290億円、営業利益15億円、自己資本比率30%以上、ROE7%以上などを目標値として開示して
おり、また、決算説明会等の場においてはその具体的な施策や進捗状況について分かりやすく説明することに努めております。なお、当社の資本
コスト、設備投資、研究開発費、人的資源への投資については決算説明会などの公表資料において説明しており、その資料はHPなどで公開して
おります。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

記載内容 取組みの開示（初回）

英文開示の有無 無し

該当項目に関する説明

当社は公表している中期経営計画にあるとおり、「資本コストと株価を意識した経営」を行っています。

「2025年3月期決算説明会資料」　https://pdf.irpocket.com/C5998/hZTq/HNYn/Ee8B.pdf

2027年3月期を最終年度とする中期経営計画について資料では、当社現状、市場状況と見通し、当社製品の強み、投資戦略などを可能な限り客
観的に分析し、その計画が合理的かつ実現的であることを説明しています。中期経営計画では、売上高、営業利益などのPL上の目標値以外にも
有利子負債90億円以下、自己資本比率30%以上、ROE7.0%以上、1株あたりの配当（50円）など特に株価や資本コストを意識した定量目標も設定し
ています。今後も決算説明会資料、統合レポート、株主通信などを公表することで、株主や投資家が資本コストや株価の妥当性を評価できるよう
に情報共有していきます。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

ＡＡＡ株式会社 446,200 10.74

スマート有限会社 326,600 7.86

ASADA株式会社 299,600 7.21

加藤雄一ホールディングス株式会社 280,300 6.75

アーク株式会社 200,500 4.94

ART株式会社 200,000 4.82

株式会社三菱UFJ銀行 165,785 3.99

エース株式会社 142,100 3.42

株式会社アサダ 130,900 3.15

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 94,100 2.27



支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 3 月

業種 金属製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

なし

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 員数の上限を定めていない

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名



会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

杉井孝 弁護士

新田都志子 学者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

杉井孝 ○

（兼職の状況）

弁護士法人杉井法律事務所社員弁護士

株式会社セキド社外監査役

当社は株式会社東京証券取引所に対し
杉井氏を独立役員とする独立役員届出書
を提出しております。

＜社外取締役選任理由＞

杉井氏は、直接会社経営に関与されたことは
ありませんが、大蔵省（現財務省）職員として、
同省退任後は弁護士として豊富な経験を有し
ております。法務及び財務に関する知見を有
し、当社グループの経営に対して、客観的な立
場から助言や業務執行に対する適切な監督及
びガバナンス体制の強化に貢献いただけると
判断し、社外取締役に選任しました。

＜独立役員指定理由＞

独立役員の要件である「一般株主と利益相反
が生じる恐れの無い者」に該当し、一般株主の
保護、ひいては当社のコーポレートガバナンス
の充実のため期待できる者として、独立役員に
指定します。

新田都志子 ○

（兼職の状況）

文京学院大学名誉教授

当社は株式会社東京証券取引所に対し
新田氏を独立役員とする独立役員届出書
を提出しております。

＜社外取締役選任理由＞

新田氏は、直接会社経営に関与されたことは
ありませんが、経営学の教授としての豊富な見
識を有しております。当社経営に対して、幅広
い視点からの助言や業務執行に対する適切な
影響及びガバナンス体制の強化に貢献いただ
けると判断し、社外取締役に選任しました。

＜独立役員指定理由＞

独立役員の要件である「一般株主と利益相反
が生じる恐れの無い者」に該当し、一般株主の
保護、ひいては当社のコーポレートガバナンス
の充実のため期待できる者として、独立役員に
指定します。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）



指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 5 2 2 1 0 2
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 5 2 2 1 0 2
社内取
締役

補足説明

-

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役と会計監査人の連携状況につきましては、年度毎に監査計画（会計監査計画、監査役監査計画等）の確認を行う以外に、四半期および期
末の監査の方法と結果について意見交換を行っております。このほか、監査実施状況の報告・説明等のため、2024年度は年4回の会合を実施し
ております。監査役と内部監査部門の連携状況につきましては、事業年度の初めに、事業計画、監査役監査計画（主に重点監査項目）、内部統制
室の監査計画の確認を行うなど、年13回（2024年度）会合を行っております。また、内部統制室から内部監査の実施状況および結果の報告を都度
受領しております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

榎本直樹 他の会社の出身者

中村慈美 税理士

髙秀樹 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）



m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

榎本直樹 ○

（兼職の状況）

大阪有機化学工業株式会社取締役

当社は株式会社東京証券取引所に対し
榎本氏を独立役員とする独立役員届出書
を提出しております。

＜社外監査役選任理由＞

榎本氏は、大蔵省（現財務省）職員として、会
計や財務に関する豊富な経験と高度な見識を
有しております。公正かつ客観的な立場から取
締役の業務執行の適正性確保を担う監査役と
して職務を適切に遂行頂くことが出来ると判断
し、社外監査役に選任しました。

＜独立役員指定理由＞

独立役員の要件である「一般株主と利益相反
が生じる恐れの無い者」に該当し、一般株主の
保護、ひいては当社のコーポレートガバナンス
の充実のため期待できる者として、独立役員に
指定します。

中村慈美 ○

（兼職の状況）

中村慈美税理士事務所

当社は株式会社東京証券取引所に対し
中村氏を独立役員とする独立役員届出書
を提出しております。

＜社外監査役選任理由＞

中村氏は、直接会社経営に関与されたことは
ありませんが、国税庁職員として、税理士とし
て豊富な経験を有し、各種団体において理事・
幹事等の要職を務められるなど、高度かつ専
門的な財務・会計・税務・リスク対応に関する知
見を有しております。これらの経験・知見を当社
の監査体制の強化にいかしていただき、当社
経営の健全性及び透明性の確保に貢献いただ
けるものと判断し、社外監査役に選任しまし
た。

＜独立役員指定理由＞

独立役員の要件である「一般株主と利益相反
が生じる恐れの無い者」に該当し、一般株主の
保護、ひいては当社のコーポレートガバナンス
の充実のため期待できる者として、独立役員に
指定します。

髙秀樹 ○

（兼職の状況）

スプラウトグループ株式会社顧問

RSM清和監査法人公益監督委員

当社は株式会社東京証券取引所に対し
髙氏を独立役員とする独立役員届出書を
提出しております。

＜社外監査役選任理由＞

髙氏は、国税庁や財務省、静岡県の副知事と
して、また経営者として豊富な知識、経験を有
しております。当社グループにおける経営の健
全性及び透明性の確保や、企業価値向上に貢
献するとともに、取締役の業務執行の適正性
確保を担う監査役として職務を適切に遂行いた
だくことが出来ると判断し、社外監査役に選任
しました。

＜独立役員指定理由＞

独立役員の要件である「一般株主と利益相反
が生じる恐れの無い者」に該当し、一般株主の
保護、ひいては当社のコーポレートガバナンス
の充実のため期待できる者として、独立役員に
指定します。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

―――



【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社の長期的な企業価値向上に対する意欲や士気を高めるとともに、取締役の報酬と当社の業績や株価との連動性を強め、より一層株主の皆
様の利益を重視した業務展開を図ることを目的として当社取締役に対し、新株予約権を用いた株式報酬型ストックオプションを付与しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役

該当項目に関する補足説明

対象者は取締役3名であります。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2024年度中に取締役および監査役に支払った報酬は次の通とおりであります。

取締役に支払った報酬 9名 105,067千円（うち社外5名 11,418千円）

監査役に支払った報酬 3名 21,172千円（うち社外3名　21,172千円）

(注) . 2024年度末の人員数は、取締役6名及び監査役3名であります。なお、2024年6月27日開催の第76期定時株主総会の終結の時をもって退任

した役員の報酬等は上記に含まれております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

社内取締役の報酬は基本報酬、賞与、インセンティブから成り立っており、社外役員（社外取締役、社外監査役）が過半をしめる任意の指名・報酬
委員会で審議し、取締役会に答申の上、取締役会にて決定します。社外取締役の報酬は、業界あるいは同規模の他社の水準を参考にしつつ、指
名・報酬委員会にて審議し、取締役会に答申の上、取締役会にて決定します。賞与は、業績に連動して付与されることがあります。インセンティブ
は上記「インセンティブ関連」に記載のとおりです。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役および社外監査役に対しては、取締役会における議論を充実させるため、取締役会の議題の内容等について、取締役会事務局によ
り事前に連絡しております。また、社外取締役および社外監査役が必要とする情報についても適時事務局より提供しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

・当社は、現在、業務に精通した社内取締役3名および独立社外取締役2名の体制で、経営上の重要事項に関する迅速な意思決定、業務の執行
と監視を行っております。取締役会は毎月1回の定時開催に加え、必要に応じて臨時に開催され、また、経営課題に対する討議や業務執行の報



告等を目的として、毎月取締役と監査役の出席のもと経営会議が開催されております。なお、株主に対する取締役の職務責任を明確にするため、
定款に取締役の任期を1年と定めております。

・監査役会は、社外監査役3名で構成し、取締役の業務執行の監査を行っております。監査役会は監査の方針を定め、取締役会と経営会議、その
他重要な会議に出席するほか、社長をはじめとする取締役等から業務内容のヒアリングを行っております。また、内部監査部門および会計監査人
と情報交換・意見交換を行うなど連携を密にして、監査の実効性向上に努めております。このほか、監査役は決裁申請書等の重要な書類の閲覧
や本社および主要な事業所において業務や財産の状況の調査を実施しております。なお、当社の内部監査は内部統制室が担当しており、監査役
会および会計監査人と連携しながら、経営施策の遂行状況や業務活動全般を監査し、業務改善に向け具体的な助言や勧告を行っております。

・非常勤社外監査役2名は、経営実務に携わった経験もしくは専門分野での学識や知見をもとに当社の経営を客観的かつ中立的に監視・監査で
きる方として選任されております。なお、うち1名は税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当の知見を有しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

・当社の取締役会は、選任基準については、社内取締役は各分野における専門知識と豊富な経験を持ち取締役会メンバーとして相互に補完し合
える人物、社外取締役は独立した立場から当社の経営に対して適確な助言が可能な人物、常勤監査役は監査役としての適格性を有し必要な情
報収集能力のある人物、非常勤監査役は監査役としての適格性を有し当社と利害関係のない人物としております。これらの選任基準をもとに、社
外役員（社外取締役、社外監査役）が過半を占める任意の指名・報酬委員会の答申を受けて、取締役会が候補者を選任することで、各分野から
の幅広い視点や、独立した立場からの意見が反映され、相互に監視が効く体制を構築するようにしています。当社は、社外役員が過半を占める
任意の指名・報酬委員会が設置されていること、取締役の3分の１以上が独立社外役員であること、また、役員構成は社内役員３人に対し独立社
外役員が５名と過半は超えていることから指名・報酬などの特に重要な事項に関しても当社の取締役会は実効性を確保していると認識していま
す。

・当社の取締役会は、取締役会規程に基づき、月一回の定時取締役会と、必要に応じて随時臨時取締役会を開催し、経営上重要な審議案件につ
いて、社外役員からの意見を含めた活発な議論に基づき適切に決議を行っており、監査役会においても都度取締役会全体の実効性を評価してお
ります。また、基本的には年一回、アンケートを実施し、その結果をもとに取締役会で討議を行い、課題や改善項目をまとめることとしています。さ
らに、当社の取締役の任期は1年としており、その選任において取締役会の実効性を担保できる体制を整えております。

・このほかに、内部統制室を設置しております。これは内部監査を兼ねた機関であり、監査役会と調整しながら、経営方針の遂行状況、業務活動
全般について内部監査し、業務改善に向け具体的助言、勧告等を行っております。

・これらに加えて、当社では経営者の説明責任を確保するため、年2回（通期決算および第2四半期決算発表後）アナリスト・機関投資家、マスメ
ディア向けに決算説明会を開催し、社長自らが業績や今後の事業動向について説明を行っております。株主に対しては、原則年1回株主通信の
送付を実施しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
77期定時株主総会の招集通知は発送の前に先行して株式会社東京証券取引所および
当社ホームページに掲載しました。

集中日を回避した株主総会の設定 第77期定時株主総会は、2025年6月26日に開催いたしました。

電磁的方法による議決権の行使 QRコードによる議決権行使を導入

招集通知（要約）の英文での提供 招集通知は英文でも提供しています。

その他
当社ホームページに招集通知、決議通知及び議決権行使の集計結果の開示に関する

掲載を行っております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
ＨＰ上に「情報開示方針」を掲載しております。

https://www.advanex.co.jp/ir/disclosure-policy/

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

通期決算発表後の5月と第2四半期決算発表後の11月に、各決算説明会を開
催しております。説明は社長が行い、決算の概要および今後の事業計画につ
いてポイントを説明しております。説明会の資料はＨＰにて公開しています。

あり



IR資料のホームページ掲載

ホームページ（https://www.advanex.co.jp/ir/)に掲載している内容は、 決算情

報、決算情報以外の適時開示資料、有価証券報告書と四半期報告書、決算
説明会資料、コーポレート・ガバナンスの状況、株主総会の招集通知と決議通
知など多岐にわたります。

IRに関する部署（担当者）の設置 IR担当部署は経営企画室。IR事務連絡責任者は、管理本部長となります。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

「統合レポート」を作成し、環境への取組みや環境方針、CSR活動のみならず経営戦略、成
長を支える基盤、コーポレートガバナンスなども公開してます。

https://pdf.irpocket.com/C5998/uTXp/zpK4/Su73.pdf

なお、当社ホームページにおいて、環境の取り組みについて環境基本方針を公開し、環境
リスク管理の内容や、具体的な環境対策活動を紹介しています。

https://www.advanex.co.jp/corp/company/environmental_policy.php

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

情報開示の方針については、当社のホームページに掲載しています。

https://www.advanex.co.jp/corp/ir/disclosure.php

その他
当社の企業倫理と遵法基本方針については、当社のホームページに掲載しています。

https://www.advanex.co.jp/corp/company/corporate_compliance.php

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

1)取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

「グループ企業倫理と遵法に関する基本方針」及び「グループ倫理行動指針」を定め、法令定款違反行為を未然に防止する。

取締役が他の取締役の法令定款違反を発見した場合、あるいはその疑念がある場合は直ちに監査役に報告する。

2)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る重要な情報については、取締役会規程に基づき、そこに定められた期間は閲覧可能な状態で保管することとする。

3)損失の危険の管理に関する規程その他の体制

3)-1 グループ会社のリスク管理体制の基礎として、リスク管理規程及び関係会社管理規程を定め、同方針に従ったリスク管理体制を構築する。

3)-2　当社はリスク管理規程の中で、個々のリスク発生の懸念される業務を統括する取締役をリスク対応担当者と定めており、

各リスク対応担当者が、リスク管理体制を構築する。グループ会社において発生するリスクは、会社毎に当社の担当取締役が体制を整えることと

する。

4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

4)-1　取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を月1回定時に開催するほか、必要に応じて適宜

臨時に開催するものとする。当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項については、取締役、監査役を含む経営会議にて議論を行い、そ

の審議を経て取締役会にて決定する。　

4)-2　取締役会の決定に基づく業務執行については、職務分掌権限規程、職務分掌

権限表において、それぞれの責任者及びその責任、執行手続きを定めることとする。

4)-3　監査役は、独立した立場から、内部統制システムの構築・運用状況を含め、取締役の職務執行を監査する。

5)　社員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

5)-1「グループ企業倫理と遵法に関する基本方針」及び「グループ倫理行動指針」を

定め、当社及びグループ会社社員の法令定款違反行為を未然に防止する。

5)-2内部統制室がグループ会社の内部統制システムを統括し、継続的に整備を行い、遵法・倫理体制を確保する。

5)-3内部統制室が、グループ会社の内部統制システムの機能状態を適宜モニタリングする。

5)-4取締役は当社における重大な法令違反あるいは倫理に反する重要な事実を発見した場合は直ちに監査役に報告すると同時に対策委員会を

設置しその解決にあたるものとする。

5)-5内部通報規程に基づき内部通報制度を整備し、社内に周知する。

5)-6監査役は法令遵守体制及び内部通報体制の運用に問題があると認めたときは、意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることが出来る

ものとする。

6)　関係会社における業務の適正を確保するための体制

6)-1　関係会社における業務の適正を確保するため、グループ会社全てに行動

指針として「グループ企業倫理と遵法に関する基本方針」及び「グループ倫理行動指針」を定め、これを基礎として、各社で諸規程を定めるもの

とする。また、グループ会社毎に定める当社の担当取締役がその業務の適正性の確保を行なう。グループ会社は、関係会社管理規程に定める重



要事項について同規程に従い、当社担当取締役に承認申請・報告を行なうか、もしくはグループ会社の取締役会で承認・報告を行なった後、

当社担当取締役を介し、当社取締役会に承認申請・報告を行なうものとする。当社の取締役は、グループ会社におい

て、法令違反あるいは倫理に反する重要な事項を発見した場合には、監査役に報告すると同時にその解決にあたるものとする。

6)-2　グループ会社が当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反、あるいは

倫理上問題があると認めた場合には、内部統制室又は監査役に報告するものとする。

内部統制室に報告があった場合には直ちに監査役に報告を行う。監査役は事実の確認を行い、必要があれば取締役会を招集し、そこで解決策を

策定する。　

監査役は意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができるものとする。

6)-3　内部統制室又は監査役に報告した者に、当該報告をしたことを理由に不利な取扱いを行なうことを禁止し、当社及びグループ会社の役員及

び社員に周知徹底する。

7) 監査役の職務を補助すべき社員に関する体制と当該社員の取締役からの独立性に関する事項。

7)-1　監査役の職務を補助するべき社員に関して監査役補助者規程を定め、監査役が必要と判断しこれを要求したときには、当社の社員から監

査役補助者を任命する。

監査役補助者の評価は監査役が行い、監査役補助者の任命、解任、人事異動、賃金等の改定については監査役会の同意を得た上で取締役会

が決定することとし、取締役及び執行部門からの独立を確保するものとする。

7)-2　監査役補助者は業務の執行にかかる役職を兼務しないこととする。

8) 取締役及び社員が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に

関する体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制。

8)-1　当社及びグループ会社の取締役及び社員は当社グループの業務または業務に影響を与える重要な事項については監査役に報告するもの

とする。監査役は必要に応じて取締役及び社員に対して報告を求める事ができることとする。

8)-2　監査役会規程に基づき、監査役への適切な報告体制を確保する。

8)-3　監査役が職務の執行について生ずる費用等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求にかかる費用又は債務が当該監

査役の職務の執行に必要でないと認めた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

9)財務報告の信頼性を確保するための体制

当社及びグループ会社は、財務報告の信頼性を確保し、金融庁より平成18年6月に公布された金融商品取引法第24条の4の4に定める内部統制

報告書の作成を有効かつ適切に行うため、当社代表取締役社長の指示の下、財務報告に係る内部統制を整備し、運用する体制を構築する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

1　当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及びその団体に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断する。

2　反社会的勢力に対しては、総務部を対応統括部門として、必要に応じて警察当局、専門機関と連携しその情報を収集し、社内およびグループ
会社への注意喚起を実施する。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

-

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

-



株主総会

経営会議 企業倫理委員会

取締役会

代表取締役

各機能別本部各グループ会社

監査役会

会計監査人

内部統制室

指名・報酬委員会

連携

連携

連携

《執行・監督機能》 《監査機能》

諮問・答申

選任・解任 選任・解任 選任・解任

監査



（適時開示体制模式図）


